
2025年10月15日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

2025年10月15日 25a00517000000 モンゴル国ICT産業振興プロジェクト
経済開発部民間セクター開発
グループ

本件は業務管理グループ及び若手加点を想定されていま
すでしょうか。

公示情報をご確認ください。 2025年10月15日

2025年10月15日 25a00517000000 モンゴル国I CT産業振興プロジェ ク ト
経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本件は業務管理グループ及び若手加点を想定さ れていま
すでし ょ う か。

回答準備中です。 2025年10月1日

2025年10月15日 25a00568000000
コートジボワール国カカオ輸出促進のた
めの情報収集・確認調査（一般競争入札
（総合評価落札方式-ランプサム型））

コートジボワール事務所コー
トジボワール事務所直下

本案件において、品質管理や農薬検査分野で、特定の専
門資格（例：農薬管理指導士、分析化学技術者等）保有
者を体制に含めるといった要件は想定されていますか。

特定の資格保有要件は想定しておりませんが、本調査実施に必要な専門性を持つ方を含む業務従
事者構成をご検討いただければと存じます。

2025年10月15日

2025年10月15日 25a00568000000
コ ート ジボワール国カ カ オ輸出促進のた
めの情報収集・ 確認調査（ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型） ）

コ ート ジボワール事務所コ ー
ト ジボワール事務所直下

本案件は業務管理グループ組成及び若手加点付与の対象
と なり ますでし ょ う か。

業務管理グループ組成及び若手加点付与の対象と はなり ません。 2025年10月1日

2025年10月15日 25a00568000000
コ ート ジボワール国カ カ オ輸出促進のた
めの情報収集・ 確認調査（ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型） ）

コ ート ジボワール事務所コ ー
ト ジボワール事務所直下

現地調査は必要と 考えて宜し いでし ょ う か。
現地調査有り の場合、 現地業務および国内業務のMMのお
およその配分をご教示いただけないでし ょ う か。

必要と なり ます。 現地業務人月は業務内容を踏まえて提案し ていただき ます。 2025年10月1日

2025年10月15日 25a00568000000
コ ート ジボワール国カ カ オ輸出促進のた
めの情報収集・ 確認調査（ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型） ）

コ ート ジボワール事務所コ ー
ト ジボワール事務所直下

2023年度に実施さ れた「 コ ート ジボワール国主要作物・
畜産物サプラ イ チェ ーン強化のための情報収集・ 確認調
査」 において、 カ カ オが調査対象品目の一つでし たが、
当該調査の報告書は貴機構の図書館にアッ プさ れて居り
ません。
当該報告書を共有いただく 事は可能でし ょ う か。

配布資料と する予定です。 2025年10月1日

2025年10月15日 25a00568000000
コ ート ジボワール国カ カ オ輸出促進のた
めの情報収集・ 確認調査（ 一般競争入札
（ 総合評価落札方式-ラ ンプサム型） ）

コ ート ジボワール事務所コ ー
ト ジボワール事務所直下

要員体制にてカ カ オの取扱いのある商社等の方を補強と
し て参画する事は可能でし ょ う か。

可能です。 「 コ ンサルタ ント 等契約におけるプロポーサル作成ガイ ド ラ イ ン」 に記載する留意事
項等を確認の上必要な体制をご検討いただけますと 幸いです。

2025年10月1日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメント 人間開発部保健第一グループ
成果3の機器の操作指導はメーカーによる操作指導を想
定されていますか。もしくは検査結果の評価分析といっ
た検査技師としての能力強化を想定されていますか。

こちらは操作指導を想定しているものです。ギニア側でHPLC及びGCMSの機材を使用している機関
があり、そちらでの実習を想定しております。当該機関では、当該機関は実習指導が可能なス
タッフを有しており、適宜連携しながら研修を実施下さい。

2025年10月15日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ

技術協力個別案件について、 予算計上について技プロと
異なる点があれば教えていただけますでし ょ う か。 一般
業務費も 技プロと 同様に計上すればよろ し いでし ょ う
か。

予算計上については、 技プロと 同様の計上で問題ございません。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ 通訳の現地雇用は想定さ れていますでし ょ う か 通訳の現地雇用を想定し ており ます。 一般業務費に計上下さ い。 2025年10月8日

プレ 公示案件への質問回答

【 競争参加者様へ： 留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、 企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があり ます。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ オフ ィ スはI NSP内でし ょ う か オフ ィ スはI NSP内を想定し ており ます。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ 成果品の提出言語について 成果品毎に異なり ますが、 使用言語は日本語と 仏語になり ます。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ
本業務の想定し ている専門家構成はどのよう なも ので
し ょ う か？また、 その中で業務管理グループ（ 副業務主
任） を想定し ていますでし ょ う か

業務従事者の構成は、 業務方法に見合っ た構成、 配置計画をプロポーザルにてご提案頂く こ と と
し ています。

2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ
ギニアを管轄し ているセネガルJI CA事務所への訪問は想
定さ れていますか

現時点では特段想定はし ており ません。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ
滞在中の居住区と I NSPはかなり 距離がある様ですが、 車
輛貸与（ 運転手込み） は想定さ れていますか。 あるいは
一般業務費計上でし ょ う か。

車両は貸与と なり ます。 車両関連費（ 運転手、 燃料代、 交通費やメ ンテナンス費用等） について
は一般業務費に計上下さ い。

2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ
研修実施に係る手続き ・ 費用も 契約に含まれるでし ょ う
か。 I NSPが手配でし ょ う か。 言語の問題があるため現地
スタ ッ フ 雇用が必要か検討するため教えてく ださ い。

研修実施に係る手続き や費用も 契約に含みます。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ ローカ ルコ ンサルタ ント を活用する想定はあり ますか？ ローカ ルコ ンサルタ ント を活用する想定はございません。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00199000000 ギニア国検査室マネジメ ント 人間開発部保健第一グループ
本業務で本邦研修・ 第三国研修の実施は想定さ れている
でし ょ う か？

本案件では本邦研修・ 第三国研修の実施は想定し ており ません。 2025年10月8日

2025年10月22日 25a00425000000
キリバス国気候変動に強靭でサステナブ
ルな島づくりのための能力強化プロジェ
クト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

現地では2017年に策定されたSouth Tarawa & Betio
General Land Use Planがあり、2024年改訂版もドラフ
トされていますが、State LandとFreehold Landで土地
の扱いが異なることから、うまく活用できていない状況
と聞いています。土地利用計画や建築制度と連携したガ
イドラインを策定する前に、この土地利用計画が活用さ
れるためのインプット（改訂を含む）をプロジェクトが
行うことが想定されていますでしょうか。

回答準備中です。 2025年10月15日

2025年10月22日 25a00425000000
キリバス国気候変動に強靭でサステナブ
ルな島づくりのための能力強化プロジェ
クト

社会基盤部都市・地域開発グ
ループ

現地からの要請書には、自然環境、開発状況、主要イン
フラ、海岸浸食、海岸管理、災害情報、気候変動による
影響の可能性をレビューし、Vulnerability Mapの作成
をを希望していましたが、脆弱性分析は、どのレベル
（精度）で行うことを想定されていますでしょうか。
2018年にNZの支援で行われたRapid Coastal Risk
Assessment等、既存の資料をレビューして行うことを想
定していますでしょうか。現地政府は、ハザードマップ
がないと言われていますが、何か新たにデータをとった
り、シミュレーションをすることを想定していますで
しょうか。

回答準備中です。 2025年10月15日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

2025年10月22日 25a00425000000
キリ バス国気候変動に強靭でサステナブ
ルな島づく り のための能力強化プロジェ
ク ト

社会基盤部都市・ 地域開発グ
ループ

5月にR/D署名済みであるも のの、 「 ★」 がついておら
ず、 公示予定日が3週間後ろ 倒し になり まし たが、 今後
も 公示の時期が変更になる可能性があり ますでし ょ う
か。
その場合、 どの程度、 後ろ 倒し になる可能性があり ます
でし ょ う か。
も し く は前倒し になる可能性も あり ますでし ょ う か。

回答準備中です。 2025年9月24日

2025年10月22日 25a00585000000
全世界（広域）共創と革新の主流化に向
けた概念実証の実施及びコミュニティの
形成に関する調査

企画部総合企画課
「業務説明会」の開催日時、及び開催にかかる情報の告
知方法を具体的にお知らせください。

開催日時はJICAHPのお知らせにて公開しております。
https://www.jica.go.jp/about/announce/information/consultant/2025/1574527_66504.html

2025年10月15日

2025年10月22日 25a00585000000
全世界（ 広域） 共創と 革新の主流化に向
けた概念実証の実施及びコ ミ ュ ニティ の
形成に関する調査

企画部総合企画課

１ 章類似3件と し て、 実施中の案件（ 技術協力プロジェ
ク ト ） の記載を候補に考えています。 業務内容は十分に
関連性があると 考えますが、 業務期間が全37. 2カ 月のう
ち、 4. 4カ 月が残る案件（ 活動はすでに終わり JCC開催と
報告書提出を残すのみ） を記載し た場合、 完了済み案件
と 同様に評価いただけるでし ょ う か。

「 コ ンサルタ ント 等契約におけるプロポーザル作成ガイ ド ラ イ ン」 P. 2の脚注4に記載のと おり で
す。
以下、 該当部分を抜粋し ます。
「 評価対象は原則と し て実施済案件（ 複数期に期分けし た案件のう ち、 実績評価結果を得ている
期を含む） と なり ますが、 実施中案件については、 記載の有無にかかわら ず個別案件ごと に適宜
関連性の程度について勘案し 、 評価に反映するか否かについて判断し ます。 」

2025年10月8日

2025年10月29日 25a00561000000
ナイ ジェ リ ア国農業金融ツーステッ プ
ローン準備調査（ QCBS-ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部・
アフ リ カ 第一課

「 8） DX導入検討、 事業効果検討（ フ ィ ンテッ ク 等の活
用可能性や気候変動対策事業と し ての情報収集と 分
析） 」 の記載に関し て質問です。
ツーステッ プローンの実施を通じ てフ ィ ンテッ ク 等のDX
導入促進を農業金融に図ると いう 趣旨でし ょ う か？それ
と も 、 こ のツーステッ プローンの実施体制にDXを組み込
むと いう 趣旨でし ょ う か？

ツーステッ プローンの実施を通じ て、 フ ィ ンテッ ク 等の活用可能性、 農業金融分野のDX化促進を
検討いただき たいと 考えており ます。

2025年10月1日

2025年10月29日 25a00561000000
ナイ ジェ リ ア国農業金融ツーステッ プ
ローン準備調査（ QCBS-ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部・
アフ リ カ 第一課

「 8） DX導入検討、 事業効果検討（ フ ィ ンテッ ク 等の活
用可能性や気候変動対策事業と し ての情報収集と 分
析） 」 の記載に関し て質問です。
2024年に公表さ れた「 農業・ 農村開発協力における気候
変動対策の取組戦略」 によると 「 気候変動の影響評価
（ 支援ツール） の整備」 のため原案が2025年3月までに
作成し 、 翌年に公表さ れると さ れています。 「 気候変動
対策事業と し ての情報収集と 分析」 業務においては、 こ
の支援ツールの考え方を使用するこ と が想定さ れている
のかなど関連性があればご教示く ださ い。

気候変動対策支援ツール（ JI CA-Cl i mat e-FI T： 適応策Adapt at i on） をご利用く ださ い。 2025年10月1日

2025年10月29日 25a00561000000
ナイ ジェ リ ア国農業金融ツーステッ プ
ローン準備調査（ QCBS-ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部・
アフ リ カ 第一課

「 8） DX導入検討、 事業効果検討（ フ ィ ンテッ ク 等の活
用可能性や気候変動対策事業と し ての情報収集と 分
析） 」 の記載に関し て質問です。
「 事業効果検討」 と は、 ツーステッ プローン全体の事業
性の評価を指し 、 括弧内の記載は、 特に評価の必要な事
項の例示でし ょ う か？

事業効果についてはご理解のと おり 本事業全体の効果についてご検討いただき たく 、 その際には
気候変動対策等も 含めてご検討いただき たいと 考えています。

2025年10月1日

2025年10月29日 25a00561000000
ナイ ジェ リ ア国農業金融ツーステッ プ
ローン準備調査（ QCBS-ラ ンプサム型）

アフ リ カ 部・
アフ リ カ 第一課

「 本調査は、 BOI （ Bank of  I ndust r y） を通じ たツース
テッ プローン事業の形成に向けて、 （ 中略） 」 の記載に
関し て質問です。
BOI の融資対象は企業であるかと 思いますが、 企業が展
開するサービスの中でも 優先分野はあり ますでし ょ う
か。 例えば、 肥料・ 種子などのイ ンプッ ト 、 生産、 食品
加工、 流通等のバリ ュ ーチェ ーンの内、 特定のフ ェ ーズ
に注力する企業等。 BOAは農家や農業生産者を融資対象
と する一方で、 BOI は企業を対象に融資を行っ ている理
解でおり ます。

現時点では特に優先分野はございません。 イ ンプッ ト 、 加工施設、 倉庫、 流通等幅広く 対象と す
るこ と を想定し ています。

2025年10月1日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

2025年11月5日 25a00571000000
アフリカ地域（広域）南部アフリカ地域
アフリカ・カイゼン・イニシアティブ推
進事業

経済開発部民間セクター開発
グループ

1．子プロジェクトのマラウイ案件は、包括契約で当初
想定されている240MMに含まれるか。

2．240人月に、A～C国の契約は含まれていないと思う
が、その分は契約変更し、増額となる理解であっている
か。

3．包括契約のJVに入っていない企業が、子案件のJVに
入れるか。

1. マラウイ案件も240P/Mの中に含みます。

2.A～C国の契約分も240P/Mの中に含みます。案件採択後、詳細計画策定調査の際、及び本体実施
の際にそれぞれ契約変更を行い、詳細な活動内容等を確定します。人月の増減が必要な場合は、
関係者協議の上、契約変更を検討することを想定しております。

3.包括契約は、子案件をまとめた契約を指し、全体で一本の契約となります。なお、現在未確定
の子案件について業務内容を確定する際に、追加のJVを組成することは認められませんが、補強
での参加は可能となります。

2025年10月15日

2025年11月5日 25a00571000000
アフリカ地域（広域）南部アフリカ地域
アフリカ・カイゼン・イニシアティブ推
進事業

経済開発部民間セクター開発
グループ

本案件の狙いや現地レベルでのリソースの必要性等を本
公示の前に可能な限り理解させていただきたい
（提案書締切までに他社とのJV等含めた応札形式をしっ
かりと詰めるために現時点から検討を開始したい）

本クラスター管理型契約は、南部アフリカ地域における「アフリカ・カイゼン・イニシアティブ
（AKI）」のクラスター事業戦略の効果を最大化することを目指しています。
本契約では、クラスターのプラットフォーム活動および事業推進に対応する複数の子案件を、案件形成
に係る技術支援も含めて一括で取りまとめる、包括的な業務実施契約となっています。
子案件には、以下の内容が含まれます：
・採択前および採択済の案件
・基礎情報収集確認調査、詳細計画策定調査および技術協力プロジェクト本体
なお、採択前の案件については、本契約の実施計画および契約の対象には含めず、採択後に契約変更に
より業務を追加する形を取る予定となります。

業務仕様に含まれる採択済案件としては以下を予定しています。
１．基礎調査
【目的】アフリカにおけるカイゼン・アプローチの普及展開にかかる五つの課題（①CoE（Center of
Excellence）を中心とした自律的なカイゼン・アプローチの普及、②カイゼン・アプローチの標準化の
推進、③他の開発パートナー等との連携強化、④輸出振興のための BDS、及び日本・アフリカの中小企
業支援者の連携、⑤研究者プラットフォーム構築・運営）にかかる情報収集・分析・試行、またアフリ
カカイゼン年次会合等関連会合のの企画・運営を通じた関係者との知見共有・議論促進・協働を通じ、
AKI を推進することを目的とする。
なお、本基礎調査に包括業務としての全体監理業務も含まれるものとする予定です。

２．モーリシャス案件
【目的】モーリシャスにおいて、国家生産性・競争力協議会（NPCC）のCoEとしてのモーリシャス国内及
び周辺国にカイゼン・アプローチを普及するための能力を強化し、周辺国（マダガスカル等）におい
て、対象国のカイゼン・アプローチ提供能力の向上を行うことにより、持続的なカイゼン・アプローチ
普及モデルの構築を図り、もってカイゼン・アプローチの広域の普及と企業の競争力の向上に寄与する
ものである。
【成果】
成果1：NPCCがCoEとしてモーリシャス国内、周辺国（マダガスカル等）にカイゼン・アプローチを普及
するための能力が強化される。
成果2：周辺国（マダガスカル等）のカイゼン・アプローチ提供能力が向上する。

2025年10月15日

2025年11月5日 25a00573000000
全世界（広域）国別障害関連情報更新
情報収集・確認調査

人間開発部高等教育・社会保
障グループ

特定の国において現地調査は想定されていますか。 現地に渡航して行う現地調査は想定していません。 2025年10月15日

2025年11月5日 25a00573000001
全世界（広域）国別障害関連情報更新
情報収集・確認調査

人間開発部高等教育・社会保
障グループ

既存の16ヵ国分の更新には、2020年度に作成された国も
含まれていますか。

含まれています。 2025年10月15日

2025年11月5日 25a00592000000
南アフリカ国障害と開発関連協力事業に
係る案件レビュー調査（一般競争入札
（総合評価落札方式-ランプサム型））

人間開発部高等教育・社会保
障グループ

・ 現地調査はどのくらいの期間、何回（人数×渡航回
数）を想定されていますか？
・ 何名の要員体制を想定されていますか？

・現地調査は、2025年度内に約3週間、2名体制、渡航回数は1回を想定しています。
・要員体制は2名を想定しています。

2025年10月15日

2025年11月5日 25a00592000000
南アフリカ国障害と開発関連協力事業に
係る案件レビュー調査（一般競争入札
（総合評価落札方式-ランプサム型））

人間開発部高等教育・ 社会保
障グループ

1)  南アでは、 全国展開を目指し 、 首都圏だけでなく 他
州にも 活動を広げている。 本調査では、 どの州をタ ー
ゲッ ト と するのか、 具体的に定まっ ているのか。
2)  当事者（ 車椅子ユーザー） のローカ ルコ ンサルタ ン
ト を雇用する場合、 移動に必要なバリ アフ リ ー車両の借
上費やパーソ ナルアシスタ ント 費は、 合理的配慮費用と
し て認めら れるのか。

1） 本調査では、 以下の6州での現地調査を予定し ています。 こ れ以外の州については、 質問票や
オンラ イ ンによる聞き 取り を想定し ています。
リ ンポポ州、 フ リ ーステート 州、 東ケープ州、 ク ワズルナタ ル州、 北ケープ州、 ムプマラ ンガ州

2） 基本的に合理的配慮に係る費用を認めます。 障害のある方をローカ ルコ ンサルタ ント と し て
契約する場合や、 特殊傭人と し て傭上する場合に必要と なるバリ アフ リ ー車両の借上費やパーソ
ナルアシスタ ント 費は合理的配慮費用と し て計上するこ と は可能です。 その場合は、 入札価格に
計上く ださ い。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
イ ンド ネシア国公共建築物耐震能力向上
プロジェ ク ト

地球環境部防災グループ

本件は全世界（インドネシア・フィリピン）地震防災及
び耐震化の協力に関する情報収集・確認調査の後継案件
との理解でよろしいでしょうか。もしそうであれば、防
災というワードがプロジェクトタイトルから抜けた理由
を教えてください。

この調査を通じて、本件の立上げに必要となる基礎的な情報を収集・整理したもの。一方で、こ
の調査後に、PDMなどプロジェクト枠組み作成に係る活動や、事前評価に関する情報整理をJICA
側にて実施した。プロジェクトタイトルは、要請書に記載の「公共建築物耐震能力向上プロジェ
クト」に合わせたもの。

2025年10月15日
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2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ

カウンターパートとしては、耐震補強に関心が強いので
しょうか。建物においては、火災や津波など、耐震以外
で必要な防災の観点もありますが、耐震基準に対応する
耐震補強が関心事の中心になるのでしょうか。

基本はその認識の通りです。ただし耐震補強工事を実施する際に、耐火、省エネなどの観点も考
慮した改修が施主主導により実施される可能性もあります。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
防災庁と公共事業省と教育省のそれぞれの役割、本案件
の担当部署を教えてください。

本案件の担当部署（実施機関）は、公共事業省（ＰＵ）です。一方で、教育省は、プロジェクト
活動の一部（パイロット活動として学校建物の診断・補強など）を主体的に担っていただく想定
です。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
上記の質問に関連して、防災庁の関与は想定されていな
い、との考えでしょうか。

プロジェクトにおける防災庁（BNPB）の直接的な関与はない、との認識です。 2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
インドネシアの教育省は、２０２５年に高等教育省と初
等教育省に分割されましたが、今回対象となるのはのど
ちらなのでしょうか。

主には初等教育省と活動を進めていく想定です。 2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
パイロットプロジェクトとして耐震補強実施する対象と
なる施設は教育省の施設のみでしょうか。

現段階では、PUと教育省の両方がそれぞれ、パイロット活動（建物の診断・補強）を実施いただ
く想定です。 2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
PUの施設とは、具体的にどのような建物を想定されてい
ますか。

PUの地方部局が管理している公共建物を想定しています。地方部局は、政府関連施設、警察署、
消防署などを所管していると聞いていますが、詳細はﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの中で調整していく予定です。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
予定公示内でノンエンジニアド建物との記載が多くみら
れますが、既存不適格ではなくノンエンジニアド建物と
している意図は明確にあるのでしょうか。

既存不適格であると言えるかどうか判断するためには診断が必要であり、現状、既存不適格であ
ると判断・診断された建物を対象とすることは困難です。よって、構造的に耐震基準に準拠して
いるかどうか確認されずに、建てられたと思われる建物を、ノンエンジニアドと呼び、今回の対
象として位置付けています。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
インドネシアでは、2002年ごろに建築確認申請が義務づ
けられてたと認識しておりますが、本案件は2002年以前
の建物を対象にされるのでしょうか。

対象建物については、今後プロジェクトの中で先方と協議を進めていくことになります。 2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ

PUの既存のレギュレーション（建築確認申請の制度な
ど）について、守り切れていないという前提で調査を進
めるべきなのか、それとも適切なものとして調査を進め
ていくのかについて、見解を教えていただきたいです。

この点についても、PUと議論をしながらプロジェクトを進める予定です。なお、現段階の建築確
認申請の仕組みを検証・改善していくことは今回の対象とはしていません。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
公示予定リストから削除されましたが、公示予定の見通
しがあれば教えていただけないでしょうか。

RD締結が未了であるため、公示日については調整中です。今後の公示日の情報については、JICA
のサイトをご確認ください。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
RDのサイ ナーの対象はPUですか。 教育省がサイ ナーにな
る予定はあり ますか。

教育省も 含めたRD署名を調整し ていますが、 現段階においては未確定です。 2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
将来、 円借款・ 無償案件に続いていく 見込みはあるので
し ょ う か。

今のと こ ろ 、 将来の資金協力については未確定です。 本プロジェ ク ト を通じ て、 公共建物の耐震
補強の必要性・ 優先度を先方政府に認識いただく こ と がまず必要と 認識し ています。

2025年10月15日

2025年11月19日 25a00368000000
インドネシア国公共建築物耐震能力向上プ
ロジェクト

地球環境部防災グループ
10年近く 前にPUと の案件があり まし たが、 本案件はその
案件をも と に発展さ れていく イ メ ージなのでし ょ う か。

PUを対象にし ていると いう 点では関連し ていると 言えますが、 今回はプロジェ ク ト 内容は異なり
ます。

2025年10月15日

2025年12月10日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバ
イザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

スマート農業のソリューションについて、現地企業との
連携、日本企業の技術活用などの想定がありましたらご
教示ください

Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。 2025年10月15日
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2025年12月10日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバ
イザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

構築を想定するプラットフォームのイメージについて、
モデル農協の経営改善を目指すものとの回答がありまし
たが、現時点で具体的な機能（例：情報共有、取引、ト
レーサビリティ、品質管理などの機能）について更新さ
れた内容イメージがありましたらご教示ください（2025
年5月28日回答以降）

2025年5月時点から更新された情報はございません。 2025年10月15日

2025年12月10日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバ
イザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

パイロット実施（実証事業）に関する具体的な仕様
（例：導入技術の種類、規模、実施期間など）について
貴機構内で更新された想定内容がありましたらご教示く
ださい（2025年5月28日回答以降）

2025年5月時点から更新された情報はございません。 2025年10月15日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問1】 モデル農協の選定に関し て
（ Q1-1） モデル農協（ バナナ、 コ ーヒ ー各1箇所） の選
定は、 業務開始後の早い段階で行われる想定でし ょ う
か。 選定の具体的なプロセス、 スケジュ ール感、 および
選定基準（ 例： 組合員の意欲、 既存の組織基盤、 スマー
ト 技術導入への関心度、 地域性など） について、 現時点
で想定さ れているこ と があれば教えてく ださ い。
（ Q1-2） 先行の質疑応答で「 モデル農協の候補はある」
と のこ と でし たが、 候補と なっ ている農協が位置する地
域の地理的・ 気候的特徴、 栽培さ れているバナナ・ コ ー
ヒ ーの品種、 現在の栽培規模や流通形態など、 可能な範
囲で補足情報はあり ますでし ょ う か。

Ｃ ／Ｐ と 調整中のため現時点で回答でき ません。 2025年5月28日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問2】 CPD（ 農業協同組合振興局） と の連携に関し て
（ Q2-1） CPD内で本業務を主に担当する部署・ 担当官は
具体的に決まっ ていますでし ょ う か？ 国際関係局が中
心になると のこ と ですが、 技術指導や普及を担当する部
署と の連携体制はどのよう に想定さ れていますか。
（ Q2-2） CPDは、 こ れまでスマート 農業技術の導入・ 普
及に関し て、 どのよう な取り 組みや知見を蓄積さ れてい
ますか。 また、 本業務に対するCPD職員の期待や関与度
合いはどの程度見込まれますか。

Ｃ ／Ｐ と 調整中のため現時点で回答でき ません。 2025年5月28日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問3】 スマート 農業技術の検討・ 実証に関し て
（ Q3-1） 業務概要では「 スマート 農業技術等の活用可能
性を検討・ 実証」 と あり ますが、 検討対象と なる技術
は、 生産段階（ 精密農業、 栽培管理支援等） に限ら ず、
流通・ 加工・ 販売段階のDX（ デジタ ル・ ト ラ ンスフ ォ ー
メ ーショ ン） 等も 含む、 バリ ュ ーチェ ーン全体を視野に
入れたも のと 考えてよいでし ょ う か。
（ Q3-2） 「 日本企業技術含む」 と あり ますが、 日本企業
の技術や製品を特定し 、 実証につなげるための具体的な
プロセス（ 情報収集、 マッ チング、 導入支援など） はど
のよう に想定さ れていますか。
（ Q3-3） モデル農協での実証活動について、 導入する技
術の種類や規模、 実証期間、 必要な機材・ 設備の調達方
法や予算に関する現時点での想定はあり ますか。 また、
実証にかかる費用負担（ JI CA側、 CPD側、 農協側） はど
のよう に考えら れていますか。
（ Q3-4） 実証の効果測定は、 どのよう な指標（ 例： 収
量、 品質、 コ スト 削減効果、 労働時間削減、 農家収入向
上など） を用いて行う こ と を想定し ていますか。

( Q3-1) バリ ュ ーチェ ーン全体を視野に入れたも のを想定し ています。
( Q3-2) -( Q3-4)
Ｃ ／Ｐ と 調整中のため現時点で回答でき ません。
応募さ れる際に検討いただき たい部分と なり ます。

2025年5月28日
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2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問4】 普及と 横展開に関し て
（ Q4-1） 実証結果を踏まえた「 CPDによるスマート 農業
普及支援体制の強化に向けた課題・ 提言」 のアウト プッ
ト イ メ ージについて、 も う 少し 具体的に教えていただけ
ますか。 （ 例： 普及マニュ アル作成、 研修プログラ ム開
発、 政策提言など）
（ Q4-2） モデル農協での成功事例を、 他の農協へ横展開
し ていく ための戦略やCPDの役割について、 現時点でど
のよう な構想があり ますか。

Ｃ ／Ｐ と 調整中のため現時点で回答でき ません。
公示へ応募さ れる際に検討いただき たい部分と なり ます。

2025年5月28日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問5】 関係機関・ 企業と の連携に関し て
（ Q5-1） タ イ 国内の他の政府機関（ 例： 農業技術普及局
( DOAE) 、 農業局( DOA) 、 デジタ ル経済社会省( MDES) な
ど） や、 大学・ 研究機関と の連携は想定さ れています
か。
（ Q5-2） タ イ 国内や日本の民間企業（ アグリ テッ ク 企
業、 食品加工・ 流通企業など） と の連携（ 情報交換、 技
術協力、 セミ ナー共催など） は、 どのよう に進めるこ と
を想定し ていますか。

Ｃ ／Ｐ と 調整中のため現時点で回答でき ません。
公示へ応募さ れる際に検討いただき たい部分と なり ます。

2025年5月28日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

【 質問6】 業務従事者の専門性の一分野に経営管理が含
まれていますが、 こ の分野は対象と なる農協に対し て財
務・ 人材管理等の管理部門にてDX化を取り 入れて業務を
改善し ていく と 言う 理解で宜し いでし ょ う か。

本事業では、 まずはモデル農協における経営上の課題分析を行い、 特定さ れた課題の解決に貢献
可能なスマート 技術を検討し ていただく 想定です。

2025年5月28日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

公示日が複数回延期と なっ ており ますが、 どう いっ た経
緯で延期と なっ ているのか、 ご教示いただく こ と は可能
でし ょ う か。

C/P機関と の調整が遅延し ているためです。 2025年4月16日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

11/6付公表の質問回答にて「 バナナと コ ーヒ ーを扱う モ
デル農協の選出に関し てモデル農協の候補はあり ます」
と の回答さ れていまし たが、 具体的な農協名をご教示頂
く こ と は可能でし ょ う か。 また、 対象と なる農協の地域
はこ れまでJI CA事業が関わっ てき た県、 すなわち、 コ ー
ヒ ーはチェ ンマイ 県、 バナナはナコ ンラ チャ シマ県にな
るでし ょ う か

モデル農協は現時点では候補のため、 現時点で農協名の共有はでき ません。 2024年11月20日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

スマート 農業技術によるバリ ュ ーチェ ーン改善に関し 、
VCの生産・ 流通・ マーケッ ト と いっ た、 川上・ 川中・ 川
下まで、 それぞれの段階においてどのよう なスマート 農
業技術を想定さ れていら っ し ゃ いますか。 また特に重点
的な支援が必要になる段階はどこ と お考えでし ょ う か

本事業では、 まずはモデル農協における経営上の課題分析を行い、 特定さ れた課題の解決に貢献
可能なスマート 技術を検討し ていただく 想定です。 そのため、 現時点で具体的な技術、 段階につ
いて言及でき ません。

2024年11月20日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

タ イ 側CP機関はCooper at i ve Pr omot i on Depar tment
( CPD) と のこ と ですが、 農業協同組合／農家グループ開
発課や情報技術センタ ーなどが関係部署と 思われます。
中心と なる課やサブ的に関係する課はどこ になるでし ょ
う か。

作物により 複数の部署が関係する予定です。 プロジェ ク ト 開始後に、 Cooper at i ve Pr omot i on
Depar tmentの国際関係局が中心になっ て調整する予定です。

2024年11月20日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

本件はアド バイ ザー業務（ 個別専門家派遣） と いう こ と
で技術協力のR/Dを結んでいないかと 思料し ます。 カ ウ
ンタ ーパート と し て想定し ているCooper at i ve
Pr omot i on Depar tment内での執務室などは確保さ れてい
るのでし ょ う か。 こ れがない場合、 執務室の提供につい
ては貴機構から 交渉などの支援を得ら れるでし ょ う か。

長期派遣は想定し ておら ず、 シャ ト ル型でのバンコ ク やその他農協への派遣をと なる見込みで
す。 JI CAが、 今後Cooper at i ve Pr omot i on Depar tmentと 交渉し 執務スペースを確保する予定で
す。

2024年11月20日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

『 【 2023年3月】 タ イ におけるスマート 農業推進に関す
る基礎情報収集・ 確認調査』 から 形成さ れた業務か？
また、 バナナ関連ではベイ ・ コ マース社のニーズ調査、
コ ーヒ ー関連では単独型案件・ 海外協力隊要請と の関連
も あるか？

当該調査を参考にタ イ 政府と 検討の上形成し まし た。 ニーズ調査や海外協力隊要請と の関連性は
現時点ではあり ません。

2025年1月22日

2025年12月10日 25a00065000000
タ イ 国スマート 農業共創普及支援アド バ
イ ザー業務

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

『 プラ ッ ト フ ォ ーム構築』 と あるが、 日本のWAGRI 、
ukabi sのよう な国レベルの公的デジタ ルプラ ッ ト フ ォ ー
ムを想定するか、 それと も 企業レベルの民間デジタ ルプ
ラ ッ ト フ ォ ームを想定するか？（ e. g. アグリ ノ ート 、 双
日のキャ ッ サバプラ ッ ト フ ォ ーム）
上記質問と 関連するがプラ ッ ト フ ォ ームを通じ て商品の
品質向上と はどのよう なイ メ ージか？

モデル農協の経営改善を目指すプラ ッ ト フ ォ ームの導入を検討し ています。 2025年1月22日
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